
（平成２２年５月１９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

厚生年金関係 8 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

岩手厚生年金 事案 617 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を昭和

63 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額については 22 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 40年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 63年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、申立期間において、Ａ社に勤務し昭和 63 年３月 31 日に退職した。

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、申立期

間の加入記録が無いと回答された。給与明細書等の資料は無いが勤務していた

ので、厚生年金保険の資格喪失日を同年４月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された社員名簿の写し及び雇用保険の被保険者記録から、申立人

が同社に昭和 63年３月 31日まで継続して勤務したことが確認できる。 

また、当該事業所への照会結果によると、給与支払方法は、申立人の申立期間

当時から現在に至るまで、毎月 20日締めの 27日支払で、厚生年金保険料は翌月

控除となっていると回答しているところ、申立人の申立期間前後の年の３月末日

に退職した者の資格喪失日は４月１日となっていることから判断すると、申立人

の申立期間に係る厚生年金保険料は事業主により給与から控除されていたものと

認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 63 年

２月のオンラインの記録から、22万円とすることが妥当である。 

また、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについて

は、当該事業所は当時の事務担当者が数年前に退職し関係資料も無いため、どの

ような事務処理をしたか不明であるとしているが、事業主が資格喪失日を昭和

63 年４月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年３月 31



                      

  

日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を厚生年金保険の資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年３月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場

合を含む。）、事業主は、申立てに係る申立期間の保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 618 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②のうち昭和 19年 10月 1日から 20年 8月 23日に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、

申立人のＡ社における資格喪失日を 20年８月 23日とし、当該期間に係る標準報

酬月額を 50円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和２年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 17年６月 27日から 19年６月１日まで 

           ② 昭和 19年 10月１日から 20年８月 26日まで 

私は、昭和 16 年４月にＡ社に入社し、Ａ社から同社Ｂ支店、その後疎開先

の同社Ｃ支店と継続勤務し、20 年８月 25 日に終戦のため会社が解散し退職し

た。しかし、勤務した期間のうち、厚生年金保険の被保険者記録は一部しか残

っていない。Ｅ学校同期生及びＣ支店での当時の集合写真等を提出するので被

保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間②については、同僚の供述、申立人が保管している写真及び申立人の

具体的な供述から、申立人がＢ支店に勤務していたことは認められる。 

また、申立人が、当該事業所において同じ部内で一緒の班だったとする同僚は、

「Ｅ学校卒業後申立人と一緒にＢ支店に移った。数か月は別の部署だったが、そ

の後は一緒の業務をしていたと思う。空襲があった後Ｄ市に疎開し一緒に終戦を

迎えた。」と供述しているところ、厚生年金保険被保険者台帳によれば、当該同

僚を含む複数のＥ学校卒業生について、昭和 19 年６月１日から 20 年８月 23 日

までＡ社において厚生年金保険の被保険者記録があることを踏まえると、申立人

についても当該同僚と同様の取扱いがなされたものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②のうち昭和 19年 10月１

日から 20年８月 23日に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 19 年

９月の厚生年金保険被保険者台帳の記録から、50円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと

判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主が

申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間①については、複数の同僚の供述により、申立人がＡ社に勤務

していたことが推認できる。 

しかし、申立人及び同僚は、当該期間は当該事業所内にあるＥ学校に入学した

としており、厚生年金保険被保険者台帳によると、昭和 17年６月 27日に資格を

喪失した理由として「職員」と記載されていることから、事務系の労働者として

制度上労働者年金保険の対象とならなかったと考えられ、労働者年金保険被保険

者名簿から同学校の同期である２期生 60 人全員が同日に資格喪失していること

が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①における労働者年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が労働者年金保険被保険者として申立期間①に係る労働者年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 619 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和２年生 

住 所 ：  

   

２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間  ： 昭和 19年１月１日から 22年４月 30日まで 

昭和 19 年１月１日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、Ｃ支店に勤務した。

その後、Ｄ出張所に勤務した後、20 年 11 月に日本に引き揚げ、国内の同社事

業所に継続して勤務したが、厚生年金保険被保険者記録は 22 年５月１日から

しか無いので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人に係る職員カードから、申立人が申立期間において

同社に勤務していたことは確認できる。 

しかし、当該事業所から提出された厚生年金保険記録簿によると、申立人は当

該事業所において、昭和 22 年５月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得して

いることが確認できる。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿によると、

当該事業所は、申立人が被保険者資格を取得した昭和 22 年５月１日に、874 人

の者を新たに厚生年金保険被保険者資格を取得させていることが確認できるとこ

ろ、複数の元同僚は、「当時、Ａ社はＥ工事を受注し、その時に大量の従業員を

雇用した。」、「22 年５月１日より前に入社したが、厚生年金保険被保険者資

格を取得したのは同日だった。」と供述していることから、当該事業所は、同工

事を受注し大量雇用をしたときに、それまで厚生年金保険被保険者資格の取得手

続を行っていなかった者も含めて同手続を行っていたことがうかがえる。 

さらに、厚生年金保険被保険者台帳索引票によると、申立人の最初の厚生年金

保険被保険者資格取得年月日は昭和 22 年５月１日となっていることが確認でき

る。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。   



                      

  

岩手厚生年金 事案 620 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月ごろから 37年９月ごろまで 

私は、申立期間においてＡ事業所（現在は、Ｂ社）に勤務した。社会保険

事務所（当時）に照会したところ、申立期間の加入記録が無いと回答を受けた。

当時の写真以外に立証するものは無いが勤務していたので厚生年金保険被保険

者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由   

申立人から提出された申立期間当時のＡ事業所に係る事業所所在地を記した地

図の写し及び申立人が名前を挙げた複数の元同僚についてＢ社に照会したところ、

当時の事業所所在地が地図の写しのとおりである上、上記元同僚が勤務していた

旨を回答していることから、申立人が申立期間ごろにＡ事業所に勤務したことが

推認できる。 

しかし、Ｂ社に申立人の申立期間における勤務状況について照会したが、関係

書類は保管されていないことから不明であるとして、申立人の勤務実態及び厚生

年金保険の適用について確認できる関連資料及び供述を得ることができなかった。 

また、申立人が名前を挙げた複数の元同僚に申立人の勤務状況について照会し

たが、申立人の勤務期間及び勤務実態を裏付ける供述を得ることはできなかった。 

さらに、オンライン記録によると、申立人は申立期間において国民年金に加入

し、国民年金保険料を納付していることが確認できる。 

加えて、Ａ事業所に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿を確認し

たところ、申立期間において申立人の記録が無い上、健康保険の整理番号に欠番

や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立



                      

  

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 621 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 29年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年 11月 22日から 51年２月 12日まで  

私は、申立期間についてＡ区にあったＢ事業所で勤務していた。 

しかし、社会保険事務所（当時）に確認したところ、厚生年金保険の記録

が無いとの回答を受けた。勤務していたことは間違いないので、申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ｂ事業所に勤務していた期間は同事業所の２階に住んでいたと供述

しているところ、申立人が所持していた上司の名刺に記載されている事業所所在

地に申立人が住所地を異動していることが戸籍の附票で確認できること及び事業

主の供述から、時期は不明であるが、申立人が同事業所に勤務していたことは推

認できる。 

しかし、事業主に照会したところ、申立期間については厚生年金保険の適用事

業所ではなかったと回答しており、オンライン記録で確認したところ、当該事業

所の名称では厚生年金保険の適用事業所として存在した記録が無い。 

また、申立人が申立期間一緒に勤務したと記憶する元同僚４人のうち、オンラ

イン記録で確認できた２人の厚生年金保険の被保険者期間を確認したところ、両

人についても申立期間に厚生年金保険被保険者記録が無い上、そのうちの１人の

同僚は、申立期間において国民年金保険料を納付していたことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 622 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年４月１日から同年６月１日まで 

  ② 昭和 57年４月１日から同年６月１日まで 

私は、申立期間①及び②においてＡ事業所で非常勤の講師として勤務して

いた。 

勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険被保険者の記録を確認

し訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びＡ事業所を管轄するＢ事業所から提出のあった申立人に係る履歴カ

ードにより、申立期間①については昭和 56年４月１日から同年５月 31日まで、

申立期間②については 57年４月１日から同年５月 31日までＡ事業所に非常勤の

講師として勤務していたことは確認できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ａ事業所は昭和 46 年４月１日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなり、再度、58 年４月１日に適用事業所となってお

り、申立期間当時は、厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、当該履歴カードには申立期間①及び②について「１週 15 時間勤務とす

る」と記載されており、このことについてＢ事業所は「１週 15 時間勤務で２月

を超えない任用の者であれば、厚生年金保険を適用することはない。」と回答し

ている。 

さらに、申立期間①は国民年金保険料の納付済期間であることが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 623 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58年 12月ごろから 62年５月ごろまで 

私は申立期間においてＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務したが、厚生年金保険

被保険者記録が無かった。間違いなく勤務していたので厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録により、申立期間のうち昭和 60年６月１日から 62年

５月 31 日までの期間において、申立人がＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかしながら、申立人は正社員になると控除額が多くなるので臨時社員として

勤務し、健康保険については国民健康保険に加入していたと供述している。 

また、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険の被保険者であった者

は、申立期間当時は従業員の希望により厚生年金保険の加入手続を行っていたと

供述している。 

さらに、申立人の勤務実態や厚生年金保険の適用についてＢ社に照会したとこ

ろ、申立期間当時の資料が保存されておらず、申立内容を確認できる関連資料や

供述を得ることができなかった。 

加えて、申立事業所の健康保険厚生年金保険被保険者原票によると、申立期間

において申立人の記録は無く、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 624 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正８年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 18年 12月 10日から 20年６月 13日まで 

私は申立期間においてＡ市（現在は、Ｂ市）にあったＣ事業所に勤務して

いたが、申立期間において厚生年金保険の被保険者記録が無かった。間違いな

く勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚の供述及び申立人から提出された写真により、時期及び期間は特定できな

いものの、申立人がＣ事業所に勤務していたことが推認される。 

しかし、申立人が事業所の所在地として供述したＡ市において、当該事業所が

厚生年金保険の適用事業所として存在した記録が無く、同市を管轄する法務局に

照会したところ当該事業所名での法人登記の記録も無い。 

一方、当該事業所と名称が類似するＡ市にあったＤ社の健康保険労働者年金保

険被保険者名簿を確認したところ、申立期間において申立人及び申立人から供述

のあった複数の同僚の記録は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無いこ

とから、申立人の記録が欠落したとは考え難い。 

なお、申立人は軍工廠に徴用されてすぐに当該事業所に勤務したと供述してい

ることから、旧令共済組合の対象組織に勤務していた者に関する軍歴証明書の発

行業務を行っているＥ機関に照会したところ、申立人に係る履歴書が提出され、

同履歴書には昭和 19年１月 10日に軍工廠に採用、20年８月 31日に依頼解傭と

記載されている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 625 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 38年２月から同年７月１日まで 

私は昭和 38 年２月にＡ社に入社したが、申立期間において厚生年金保険の

被保険者記録が無かった。 

間違いなく勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の供述により、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できるもの

の、勤務していた時期及び期間は特定できなかった。 

また、申立期間当時、当該事業所において厚生年金保険の被保険者となってい

た複数の者は「当時は約３か月間の試用期間経過後に社会保険に加入していた」

と供述している上、当該事業所において社会保険の手続を担当していた者は「入

社して約６か月間は様子を見ており、その後に社会保険に加入させていた」と供

述している。このことについて、当該事業所において被保険者となっていた複数

の者が供述した入社日と厚生年金保険被保険者の資格取得日を調査したところ、

これらの者は入社後１か月から３か月程度経過後に被保険者資格を取得している

ことが確認でき、当時、当該事業所においては、すべての従業員を入社と同時に

厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、当該事業所は昭和 61 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっており、当時の事業主も所在不明であることから、申立人が厚生年金保険

料を控除されていたことを裏付ける関連資料や供述を得ることはできなかった。 

加えて、事業所別被保険者名簿を確認したが、申立期間において申立人の記録

は無い上、健康保険の整理番号に欠番や乱れも無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

岩手厚生年金 事案 626（事案 183の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 21年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 37年９月１日から 40年５月 19日まで 

私はＡ事業所に勤務していたが、申立期間に厚生年金保険被保険者記録が

無いとされた。事業主から私の先輩よりも先に厚生年金保険に加入させると言

われており、間違いなく勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被

保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人に係る厚生年金保険被保険者台

帳記号番号払出簿及びＡ事業所での申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者

原票には資格取得日が昭和 40年５月 20日と記載されており、申立期間を含む申

立期間前後に係る健康保険の整理番号に欠番や乱れも無いこと、ⅱ）複数の同僚

が記憶する入社日と厚生年金保険被保険者の資格取得日が相違しており、当該事

業所においては従業員の入社後すぐに被保険者資格を取得させていたわけではな

いことがうかがえること、ⅲ）当該事業所は 46 年４月１日に厚生年金保険の適

用事業所でなくなっており、申立てに係る事実を確認できる資料及び周辺事情が

無いことなどを理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 20 年 11 月 12 日

付け年金記録の訂正は必要ではないとする通知が行われている。 

申立人は今回の申立てにおいて、事業主から申立人の先輩よりも先に厚生年金

保険に加入させると言われたことを思い出したので、再度調査を行ってほしいと

している。 

しかし、当該事業所に係る当該先輩の健康保険厚生年金保険被保険者原票によ

ると、同氏が申立期間の数年前には厚生年金保険の被保険者資格を取得している

ことが確認できる。 

さらに、当該事業所において厚生年金保険の被保険者となっていた複数の同僚

に照会したが、申立内容を裏付ける供述や関連資料を得ることはできなかった。 



                      

  

このほか、委員会の当初の決定を変更すべき事情は見当たらないことから、申

立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

 

 


